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研究成果の概要（和文）：IT の自己増殖機能に注目して、それを取り込み、製造技術と融合さ
せつつ発展する好循環ﾒｶﾆｽﾞﾑを分析し、 
(1) 危機をｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに転換する日本企業の競争力は、情報化社会には限界、 
(2) ものづくりの強みと ITの学習結果を融合したﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ技術経営により、生産・流通が一体
化し、本来的競争力が発現、 

(3) 世界同時不況とともに、消費の一体化も不可欠化、 
(4) そのﾄﾘｶﾞｰは、経済的機能を超えた社会的・文化的機能を包摂する超機能の協創に期待、 
を解明。 
 
研究成果の概要（英文）：In light of IT’s noteworthy self-propagating function, this 
investigation attempted to analyze a possible virtuous cycle expected to be realized by 
domesticating IT’s function and fusing it with the strength of manufacturing technology. 
Noteworthy findings obtained include the following: 
(i) The limit of Japan’s competitiveness based on its explicit function in transforming 

crises into a springboard for new innovation has been revealed in an information 
society. 

(ii) Indigenous competitiveness can be reactivated by integrating production and 
diffusion enabled by hybrid management of technology fusing the effect of IT learning 
and the indigenous strength of manufacturing technology. 

(iii) However, global economic stagnation has demonstrated the significance of the 
integration also of consumption. 

(iv) The trigger for such integration can be expected by means of supra-functionality 
beyond economic value encompassing social and cultural values. 
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研究分野：複合新領域

科研費の分科・細目：社会・安全システム科学・社会システム工学・安全システム
キーワード：(1) ハイブリッド技術経営 (2) IT自己増殖機能 (3) 内生化 (4) 共進化 (5) イ
ノベーション軌道 (6) 競争力の源泉 (7) 生産・流通・消費の一体化 (8) 超機能

１．研究開始当初の背景
(1) 1990年代の「失われた10年」の対応を通
じて、かつて「日本型」のもと同質性をほこ
った日本企業は、今世紀初頭に至って鮮明な2
極分化。 
 
(2) 90年代早期から米国のﾃﾞｼﾞﾀﾙｴｺﾉﾐｰを認
識し、旺盛な学習努力のもと、積極的な吸収・
同化に邁進した企業と、工業化社会の成功に
慢心して学習をおこたり、伝統的なﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞ
ﾙに固執した企業とで技術経営軌道に顕著な
好対照。 
 
(3) 好循環企業は、吸収・同化したITと伝統
的に比較優位をほこる製造技術との融合に成
功。 
 
(4) これは、ITの性格形成過程そのものを自
らの技術経営ｼｽﾃﾑに内生化させ、製造技術と
融合させつつ共進的（共に啓発し、進化しあ
う好循環）にITの自己増殖機能を発現させた
ことに負い、内生化のﾀｲﾐﾝｸﾞ・ﾃﾝﾎﾟ，両者の
ﾏｯﾁﾝｸﾞ，融合のさせ方が企業の競争力の鍵。 
 
(5) このﾀｲﾐﾝｸﾞや方式のﾐｽは、逆に技術経営
軌道を悪循環化。 

２．研究の目的
理論的・実証的研究分析により、 

(1) 技術の性格形成過程の共進的内生化ﾒｶﾆ
ｽﾞﾑ 

(2) 企業のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ軌道を好循環に導く市場
学習と独自技術開発との最適融合条件(共進
的内生化条件) 

(3) 国・産業・企業の共進的内生化特性・属
性 

(4) 2 極分化の下での、異質企業間の共進的
内生化方策 
を明らかにして、ﾎﾟｽﾄ情報化社会に向けての、
国・産業・企業の各ﾚﾍﾞﾙに実践的に適用可能
なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略を体系化。

３．研究の方法
(1) 技術の性格形成過程の共進的内生化メカ
ニズムの分析 
技術の生産・普及・利用の一連の過程にお
ける動態的学習係数を計測するとともに市
場学習支配要因を分析して、両者の連関か
ら共進的内生化ﾒｶﾆｽﾞﾑを分析。 

(2) 好循環ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ軌道への市場学習と独
自技術開発との最適融合条件(共進的内生
化条件) 
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ軌道関数を開発し、最適化理論によ
り、好循環ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ軌道への市場学習・独自
技術の最適融合条件を分析することにより、
共進的内生化条件を分析。 
 
(3) 国・産業・企業の共進的内生化特性・属
性診断                   
(2)を用いて、国・産業・企業の共進的内生化
特性・属性を診断し、その特性・属性のｲﾉﾍﾞ
ｰｼｮﾝ軌道 2極化におよぼす影響を分析し、同
軌道に則った同質・異質企業を峻別・評価。 
 
(4) 2 極分化の下での異質企業間の共進的内
生化方策の追求        
好循環企業と悪循環企業との共進化のﾀﾞｲﾅ
ﾐｽﾞﾑを分析する共進化関数を開発して、異
質な企業群を共進化に導く最適軌道を導出。
それに即した産業競争力戦略等の政策・戦
略の再体系化。 
 
４．研究成果 
(1) 日本企業の競争力の源泉は、工業化社会
時に形成された、危機をﾊﾞﾈにそれを新たな
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに転換するﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑにあり、1970年
代のｴﾈﾙｷﾞ危機に対して技術によるｴﾈﾙｷﾞ代
替に邁進し(図 1), 世界に冠たるｴﾈﾙｷﾞ生産
性を達成 (図 2)。
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図 2. 世界40ヶ国のGDP当りエネルギー消費 (2004). 

しかし、工業化社会時のこのﾓﾃﾞﾙは、情報化
社会へのﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ変化とともに限界を露呈 
(図3)。 
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図 3. 日本の製造業のエネルギー消費原単位の推移

(1965-1998) – 指数: 1973 = 1. 
 
(2) その中で、先進的 IT の学習・同化に邁
進し、その成果と製造技術の強みとの融合を
図るﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ技術経営によって共進的内生
化に奏功した企業は、従来の生産主導のﾓﾃﾞﾙ
から生産・流通を一体化させたﾓﾃﾞﾙに脱皮し
て、情報化社会における市場の内包する自己
増殖機能を取り込むことによって、本来的競
争力の発現に成功し（図 4）、工業化社会時の
成功体験に固執している企業との間に顕著
な二極化（図 5）。
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図 4. キヤノンの共進的内生化のスキーム. 

図5．電気機械企業19社の技術経営ポジションの2極化 

(2001-2004). 

 
(3) 中でもｷﾔﾉﾝは、ｶﾒﾗ・複写機・ﾌﾟﾘﾝﾀ・ﾃﾞ
ｼﾞｶﾒに至る一連の技術のｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞ効果を最
大化させる技術多角化戦略に基づき、協調・
競争戦略(Coopetition)によってﾌﾟﾘﾝﾀをて
こに競争相手の PC ﾒｰｶｰ(ｷﾔﾉﾝ自身は 1998 年
に PCから撤退)の技術を取り込んでさらなる
発展を遂げる共進的内生化に成功。

(4) ｷﾔﾉﾝの協調・競争戦略は、PCメーカーの
技術にとどまらず、市場における携帯電話の
普及過程における自己増殖機能の共進的内
生化に拡がる。ｷﾔﾉﾝ自身は携帯電話事業には
携わらないが、業界ﾄｯﾌﾟのﾃﾞｼﾞｶﾒ技術を市場
に投入し、携帯電話の自己増殖機能を活性化
し、その開発に携わるﾍﾞﾝﾀﾞｰたる PC ﾒｰｶｰか

らｺｱ技術の内生化することにより、市場のｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝまで包摂する共進的内生化に成功し、
群を抜いた高収益研究開発構造を構築 (図
6)。

(5) しかし、世界同時不況を通じて IT の利
活用に陰りが生じ、また、消費者の行動が必
ずしも経済的機能に従った自己増殖ﾒｶﾆｽﾞﾑ
だけに律されないようになり(嫌消費傾向)、
自己増殖機能そのものが減退を余儀なくさ
れている中で、生産・流通の一体化にも限界
が生じ、さらに消費をも一体化させ、相互に
啓発し合う好循環ｻｲｸﾙを形成するような共
進ﾓﾃﾞﾙへの転換が不可欠化（図 7）。

(iii) 生産･普及関数

(i) 生産関数 (ii) 普及関数 (累積Yは Tの関数)
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(iv) 生産･普及・消費関数
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の統合も不可欠

T
Y

X
Y

cXT
TX

lnln

/ln

1. FDの上昇は消費Cを誘発し、生産Yを増大.

2. Y の増大はR&D投資Rを増大させ、技術ストックTを増大.

3. Tの増大は普及天井 Nを高め、FD (= N/Y) を増大.

4. FDの増大は技術限界生産性を高め、技術によるX代替弾性値 ETSを増大.
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図 7. 生産・普及・消費関数の統合.

(6) この転換のﾄﾘｶﾞｰは、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝが発する
消費誘引力と、消費者が内包するｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ主
導意欲との共鳴による、経済的機能を超えた
社会的・文化的・憧憬的機能を包摂する超機
能の協創に期待 (図 8)。

 

 

 

 

 
図 8. 超機能の協創ダイナミズム.

(7) 超機能は、生産・流通・消費を一体化さ
せ共進化させるﾓﾃﾞﾙへの転換のﾄﾘｶﾞｰをなす
ものであり、図 7に示すように新機能の持続
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的創成を可能とするものであることが必要。

(8) 一方、新機能は減衰特性を内包している
ので、その持続を図るためには、先行ｲﾉﾍﾞｰｼ
ｮﾝの学習を効果的に活用することにより、新
機能の早期創成を実現することが必要であ
ることを検証して、ﾊﾞｽﾓﾃﾞﾙを用いて、新機
能の早期創成を加速する革新者（先行ｲﾉﾍﾞｰｼ
ｮﾝ）と模倣者（後継ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）のﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑを
分析（図 9）。

図 9. 新機能早期創成充足領域.

(9) これを用いて、革新者・模倣者といった
世代を有するﾌﾟﾘﾝﾀ（LLBP, LBP/BJ），携帯電
話（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ無，有），液晶ﾃﾞｲｽﾌﾟﾚｰ（第
1，第 2 世代），Web（1.0, 2.0）及び太陽電
池（第 1，第 2 世代）を対象に新機能の持続
的創成性を分析。

(10) その結果、LLBP，ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ無携帯電
話及び第 1世代液晶ﾃﾞｲｽﾌﾟﾚｰ以外のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
は、新機能の持続的創成を実現しており、こ
れらはいずれも、自らが主役になるような物
語性を有し、消費者をわくわくさせるような、
経済的機能を超えた社会的・文化的憧憬的機
能を包摂することを確認（図 10）。
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図 10. 新機能協創のフロンティア. 

(11) これらは、ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝのﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑに
沿って、先行ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを踏み台に後継ｲﾉﾍﾞｰｼ
ｮﾝがそれに代替する形で加速的に創生され
るものであり、その代替の過程で先行ｲﾉﾍﾞｰｼ
ｮﾝを凌駕する機能が付加され、また、それが
代替を可能にするｴﾝｼﾞﾝとなることによって、
超機能の創成を促し、持続的な共進的内生化
を可能にするものであることが確認。 
 
(12) しかし、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝが発する消費誘引力
と、消費者が内包するｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ主導意欲との
共鳴を通じた超機能協創のﾒｶﾆｽﾞﾑを解明す
るには至らず、今後の継続的検討課題。 
 
(13) 以上の研究を通じて明らかにされた共
進的内生化の成功例とそのﾒｶﾆｽﾞﾑは、今日、
急速に拡大しつつある中国など新興国の内
需を取り込むことによって輸出を大きく増
加させたり、M&A や戦略的提携によって世界
の力を取り込んで自らの知的活力を共進的
に高めることが喫緊の課題となっている中
で、その実現のための具体的なﾌﾚｰﾑﾜｰｸその
ものを提示。 
 
(14) 中でも、電気機械企業にあって、他を
圧倒する高い営業利益率を持続し、主要企業
の 2.6倍もの高い研究開発の収益性を誇るｷﾔ
ﾉﾝのﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙに加えて、2010年の IMD（経
営開発国際研究所）の世界競争力ﾗﾝｷﾝｸﾞで世
界トップに躍り出たｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは人口 500万人
の無資源小国の生存戦略として多国籍企業
の活力を取り込むための投資環境の整備と
斬新かつ柔軟な政策ｼｽﾃﾑの導入をてこに共
進的内生化を実践し、それを高競争力発現の
鍵としており多くの実践的示唆を内包。 
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